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自然災害による産業部門の経済被害を軽減するには，事前の防災投資や事後的な復旧対応策を組み合わせる

ことで，被災後の生産能力の低下を軽減するとともに早期の復旧を実現する必要がある．費用便益分析を行い

事前・事後の対策を効率的に組み合わせた計画を策定するには，復旧の過程を考慮して災害による経済被害の

総額を事前に予測することが不可欠である．本研究は地震災害による経済被害の総額をライフラインや生産資

本の復旧過程を考慮して予測する手法を開発する．本手法では復旧のシナリオを設定し，応用一般均衡モデル

を用いて各復旧の段階における経済被害を計算し，それを集計することで経済被害の総額を評価する．特に各

経済主体に様々な形で帰着する経済被害を集計し被害の総額を評価する際には，二重計算など被害評価におけ

る整合性の問題を回避する必要があることに着目し，経済被害を整合的に評価する手法を提案する．また本手

法を 2004年新潟県中越地震に適用し経済被害評価を行う．

Key Words : natural disaster, resiliency, overall economi loss, recovery process, consistent measure-
ment of economic loss

1. はじめに

近年，急速な都市化の進行によって自然災害リスクの

高い地域にも人口や資産が集積していくのに伴い，自

然災害による社会経済的影響は増加の一途を辿ってい

る．特に地域経済の基盤となる産業部門は自然災害に

よる大きな脅威に曝されている．自然災害による産業

部門の被害を軽減するには，被災後の生産能力の低下

を軽減するとともに早期の復旧を実現する必要がある．

災害によるショックを和らげ，被害を軽減するこうした

特性はレジリエンシーと呼ばれる．

耐震化などの事前の対策は，災害時の生産能力の低

下を軽減することでレジリエンシーの向上に寄与し，効

果的な復旧対応など事後的な対策は，復旧速度を上げ

ることでレジリエンシーを向上させる．また事後的な

対応を事前に取り決めておくことは早期の復旧を実現

するための重要な手段の一つであり，例えば BCP（事
業継続計画）は近年重要な被害軽減対策として着目さ

れてきている．こうした事前と事後の対策を効果的に

組み合わせて実施するには，事前・事後の対策の組み合

わせた代替案を設計し，その被害軽減効果を分析・評

価する必要がある．そのためには事前に，災害後の復

旧の過程を考慮して経済被害の総額を予測することが

不可欠となる．

わが国では中央政府や地方政府などにおいて大規模

な地震災害の被害想定が実施されており1)2)，近年では

経済的な影響についてもますます被害想定の中に取り

込まれるようになってきている．こうした経済的な影

響の評価手法は多くの研究の蓄積の中で高度化されて

きており，地域の様々な経済主体に帰着する経済被害

を詳細に分析するために地域経済モデルを用いた被害

計量化の枠組みも多く提案されてきている（例えば生

産能力の低下3)4)や，道路ネットワークの寸断5)6)7)，ラ

イフラインの途絶を対象とした研究8)9) などがある）．

こうした被害計量化手法は被災後のある時点での影響

を評価しようとするものが多く，復旧の動的な過程を

考慮できるものは十分に開発されているとは言い難い．

本研究では災害後の復旧の過程を考慮し，経済被害の

総額を事前に予測する方法を開発することを目的とす

る．そのために本研究では，段階的な復旧フェーズを設

定し，各復旧のフェーズにおける均衡での経済被害を

逐次的に計算し，それを集計することで経済被害総額

の評価を行うアプローチを採用する．復旧の過程を考

慮して災害の経済被害を評価する場合，資本ストック

の被害による資産価値の損失や，復旧の過程で生じる

営業利益の損失，復旧にかかるコストなど，様々な形

で現れる被害の項目を評価する必要がある．これらを

足し合わせて被害の総額を評価しようとする場合には，

二重計算などの問題に注意する必要がある10)．またこ
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うした被害評価における整合性の問題を解決するには，

複数の主体に帰着する被害をどのように集計化するこ

とで地域経済の被害が整合的に評価できるかという論

点についても整理する必要がある．先行研究ではこう

した二重計算を防ぎ，経済被害の総額を整合的に評価

する方法を被害の整合的評価方法と呼び，その手法を

提案してきている11)12)13)．例えば Tatano et al. 11)は

災害の被害総額は復旧費用と利益減少によって整合的

に被害を評価できることを示した．また 中野・多々納
12) は定常状態において予期せぬショックとして起こる

災害を対象として，i) 国内家計が国内企業を全て所有
している，ii) 労働賃金・雇用に変化がない，iii) 復旧費
用が保険でカバーされない，iv) 最終消費財価格に変化
がない，という条件の下で，災害の被害総額が復旧費

用と利益減少の総和によって評価できることを示した．

しかしそこで提案されてきた手法では価格の変化によ

る家計需要への影響が考慮されておらず，本研究のよ

うな応用一般均衡モデルを用いた被害評価に直接適用

できるものではない．本研究は先行研究において提案

されてきた被害の整合的評価方法を，価格の変化によ

る影響を考慮できるように拡張し，被害予測手法に組

み込む．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 復旧過程を考慮した経済被害額の予測手法の提案

本研究では，被災後の生産能力の低下を軽減し，復旧

の早期化を実現する方策の分析，評価のために利用す

ることを目的とした経済被害予測手法を提案する．そ

のために図-1のような段階的な復旧のフェーズをもち，
各段階ごとに経済が均衡に達すると仮定することで逐

次的に均衡を計算する，逐次動学型の経済均衡モデル

のアプローチを採用する．

例として図-1では，被災直後に電気と水道とガスが
途絶し，生産資本も損傷すると仮定する．その後電気，

水道，ガス，生産資本の順番に回復していくと仮定し

ている．図-1の上の図は復旧フェーズの推移に伴って
企業の操業水準も回復していく様子を描いている．図-1
の手法では，各復旧フェーズでのライフラインや生産

資本の回復状況を地域経済モデルの入力値とし，各復

旧のフェーズにおける経済被害の計算を行う．また復旧

フェーズが推移するのにかかる費用も同時に予測する．

図-1のような手法にすることで，早期の復旧による被
害軽減効果を分析することが可能となる．例えばライ

フラインなどの復旧の早期化の効果は，復旧のフェー

ズの推移の変化による地域産業の被害の軽減額として

評価できる．
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図–1 災害後の復旧過程を考慮した逐次動学型の経済被害評
価モデルの概略

3. 災害による経済被害評価のための応用一

般均衡モデルの定式化

(1) 応用一般均衡アプローチ

CGEモデルは地域経済をモデル化するためのツール
であり，多くの政策分析に用いられてきている．近年

では災害の被害の分析にも用いられている．CGEモデ
ルは産業連関モデルなどの他のモデルに比べて，[1]生
産投入要素間の代替や生産要素の調達先地域の代替に

よる災害のショックへの対応や，[2]資本ストックの損
傷による供給制約を表現でき，[3]生産関数などを変化
させて様々な分析目的に合わせたモデルを構築できる，

などの点で優れた分析ツールとなっている．CGEモデ
ルは基本的に長期的な経済の均衡状態を想定している

モデルであり，そのままでは災害時の経済状況を表現

することに利用するのには限界がある．そのため先行

研究でも，短期均衡の仮定を置くなどして，災害の分

析に応用されてきた．例えば Tsuchiya et al.6)は資本
や労働の地域間の移動に制限を導入することで，短期

均衡を仮定し，災害の影響を評価している．Rose and
Guha14)は，生産要素間の代替弾力性の変化によって，

ライフライン途絶などの短期的状況を表現できること

を示唆している．本研究では土屋らのアプローチに倣

い，労働・資本の地域間・産業間の移動に制限を導入す

ることで CGEモデルを災害の影響評価に適用する．

(2) モデルの基本的な構造

1つの国の中にN 個の地域が存在することを想定す

る．一つの地域には代表的家計とM 種の産業の企業，

M 種の交易エージェントが立地していると仮定する．

また産業には電力，水道，ガスを供給する 3つの産業
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が含まれるとする．以下ではこれら 3つの産業をライ
フライン産業と呼び，その他の産業を一般産業と呼ぶ．

企業はライフラインを含めた中間財と労働，資本を用

いて生産を行う．家計は労働と資本を提供し，財を消費

する．労働市場は地域内で閉じていると仮定し，労働の

地域間移動は制限されているが産業間では移動可能と

仮定する．資本は地域間・産業間の移動が可能である．

財は国際的に取引されると仮定する．Armington 仮定
によって，生産地の違う財は異なる財であると見なす．

図-2 はモデルの概要を示したものである．

( , open) ( , open)

図–2 経済被害評価のための CGEモデルの概要

(3) 企業の行動

a) 一般産業の企業の生産構造

土屋らに倣い15)，一般産業の企業の生産構造は図-8
のような階層型の生産技術を持つと仮定する．一般産

業の企業は労働，資本，中間財，各種ライフラインサー

ビスを投入している．ライフラインの途絶に際しても，

企業はある程度の操業水準を保つことができる16)．こ

れは生産関数上ではライフライン間の代替によってモ

デル化可能である9)．
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図–3 一般産業の企業の生産構造

企業の利益最大化問題は以下のような段階的な最適

化問題として定式化できる．

Stage 1

第一階層では，企業は Leontief 技術を用いて利潤を
最大とするように行動し，中間財投入量，付加価値の投

入量，ライフラインの合成財の投入量を決定する．そ

の最大化問題は以下のように定式化できる．

πki = max
xk

ji,V
k

i ,u
k
i

pkiQ
k
i −

M−3∑
j=1

qkj x
k
ji−CkV iV ki −qkuuki , (1)

s.t. Qki = min

{
xkji
akji

, ...,
xkM−3,i

akM−3,i

,
V ki
akV i

,
uki
akui

}
, (2)

ここで pki 地域 kにおける財 i の生産者価格, xkji は地
域 k の産業 iにおける中間財 j の投入量を表す. また
akji ( j = 1, ...,M − 3) はレオンチェフ型生産関数の中
間投入係数を表す. akV i と akui はそれぞれ，地域 k の

産業 iにおける付加価値投入と ライフラインサービス

投入に関する投入係数を表す．CkV i は地域 k, 産業 iに

おける付加価値の単位費用を表し，V ki はその投入量を

表す．qkui はライフライン合成財の消費者価格を表し，

uki はその投入量を表す．

中間投入，付加価値，ライフライン合成財に対する

需要関数は以下のように導出される．

xkji = akjiQ
k
i , V

k
i = akV iQ

k
i , u

k
i = akuiQ

k
i . (3)

Stage 2-A

図-3で表される第二階層の左側では，第一階層で決
まった付加価値の合成財の投入量を所与として，労働

投入量と資本投入量を決定する．これは以下のような

費用最小化問題として定式化できる．

CkV iV
k
i = min

Lk
i ,K

k
i

wkLki + rKk
i , (4)

s.t. V ki = (Lki )
δk

Li(Kk
i )δ

k
Ki , (5)

ここで wk は賃金率，r が資本レントを表す．Lki ，K
k
i

はそれぞれ労働と資本の量を表す. 式 (5) は Cobb-
Douglas 型の生産関数であり δkLi， δkKi はシェアパラ

メータである．式 (4)と (5)からなる最小化問題を解く
ことで以下のように労働，資本の需要関数が得られる．

Lki = (δkLi/w
k)(wk/δkLi)

δk
Li(r/δkKi)

δk
Ki , (6)

Kk
i = (δkKi/r)(w

k/δkLi)
δk

Li(r/δkKi)
δk

Ki . (7)

式 (6) と (7) を式 (4)に代入することで，付加価値
の単位費用は以下のように導出できる．

CkV i = (wk/δkLi)
δk

Li(r/δkKi)
δk

Ki . (8)

Stage 2-B

第二階層の右側では，第一階層で決まったライフラ

インの合成財の投入量を所与として，ガスの投入量と，
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水道・電気の合成財の投入量をそれぞれ決定する．こ

れは以下のような費用最小化問題として定式化できる．

qkuiu
k
i = min

uk
Gi,u

k
W Ei

qkGu
k
Gi + qkWEiu

k
WEi, (9)

s.t. uki =
{
αkGi(u

k
Gi)

σ1i−1
σ1i + αkWEi(u

k
WEi)

σ1i−1
σ1i

} σ1i
σ1i−1

,

(10)
ここで ukGi は地域 kの産業 i におけるガスの投入量を

表す．qkWEi と ukWEi はそれぞれ，水道サービスと電力

の合成財の消費者価格と投入量を表す．αkGi と αkWEi

はシェアパラメータである．

需要関数は以下のように導出される．

ukGi = (αkGi/q
k
G)σ1i(Θ1k

i )
σ1i

1−σ1i uki , (11)

ukWEi = (αkWEi/q
k
WEi)

σ1i(Θ1k
i )

σ1i
1−σ1i uki , (12)

ここで Θ1k
i は以下の式で表される．

Θ1k
i = (αkGi)

σ1i(qkG)1−σ1i + (αkWEi)
σ1i(qkWEi)

1−σ1i .

(13)

式 (11) と (12) を式 (9)に代入することでライフラ
イン合成財の価格 qkuiは以下の式として導出されること

が示せる.

qkui = (Θ1k
i )

1
1−σ1i (14)

Stage 3-C

第三階層では，水道・電気の合成財の投入量を所与

として，水道と電気の投入量をそれぞれ決定する．こ

れは以下のような費用最小化問題で定式化される．

qkWEiu
k
WEi = min

uk
W i,u

k
Ei

qkWu
k
Wi + qkEu

k
Ei, (15)

s.t. ukWEi =
{
αkWi(u

k
Wi)

σ2i−1
σ2i + αkEi(u

k
Ei)

σ2i−1
σ2i

} σ2i
σ2i−1

,

(16)
ここで ukWi ，u

k
Eiはそれぞれ地域 kの産業 iにおける

水道サービス，電力の投入量である． αkWi と αkEi は

シェアパラメータである．

水道サービス，電力に対する需要関数は以下のよう

に定式化できる．

ukWi = (αkWi/q
k
W )σ2i(Θ2k

i )
σ2i

1−σ2i ukWEi, (17)

ukEi = (αkEi/q
k
E)σ2i(Θ2k

i )
σ2i

1−σ2i ukWEi, (18)

ここで Θ2k
i は以下のように定式化できる．

Θ2k
i = (αkWi)

σ2i(qkW )1−σ2i + (αkEi)
σ2i(qkE)1−σ2i . (19)

式 (17)と (18)を式 (15)に代入することで,水道サー
ビスと電力の合成財の価格 qkWEi は以下の式で表され

ることが示せる．

qkWEi = (Θ2k
i )

1
1−σ2i . (20)

b) ライフライン産業の企業の行動モデル

次にライフライン産業の企業の行動モデルを定式化

する．ライフライン企業は以下のような 2段階の利潤
最大化行動をとるとする．

Stage 1

πki = max
xk

ji,V
k

i ,u
k
h

pkiQ
k
i −

M−3∑
j=1

qkj x
k
ji−CkV iV ki −

∑
h∈H

qkhu
k
hi,

(21)

s.t. Qki = min

{
xkji
akji

, ...,
xkM−3,i

akM−3,i

,
V ki
akV i

,
ukEi
akEi

,
ukWi

akWi

,
ukGi
akGi

}
,

(22)
ただし H = {E,W,G}である. akEi, a

k
Gi, a

k
Wi, は各ラ

イフラインサービス投入についての投入係数である．こ

の最大化問題を解くと，中間財と付加価値についての

需要関数が，式 (6) と (7)と同様に得られる. 各ライフ
ラインサービスへの需要関数は以下のように得られる．

ukEi = akEiQ
k
i , u

k
Gi = akGiQ

k
i , u

k
Wi = akWiQ

k
i . (23)

Stage 2 は式 (4) と (5)で得られる最小化問題と同じ
ように定式化でき, 需要関数も式 (6) と (7)と同様に得
られる.

(4) 家計の行動

家計は予算制約の下で効用を最大化するように消費

行動を決定する．この最大化行動は以下のように定式

化することができる．

Uk = max
dk

i

{
M∑
i=1

(γki )(d
k
i )

(σH−1)/σH

}σH/(σH−1)

, (24)

s.t
M∑
i=1

qki d
k
i ≤ yk, (25)

ここで dki は地域 k における家計の財 i への需要を表

す．γki はシェアパラメータ，σH は代替弾力性を表すパ

ラメータである．qki 地域 kにおける財 iの消費地価格

である. ただし i = M − 2, i = M − 1 , i = M はそれ

ぞれ電力，ガス，水道を表す. 以下では, qkM−2, q
k
M−1,

qkM , を特に qkE , qkG, qkW , と表すことがある. yk は地域
k における家計所得, Uk は家計の効用を表す. 最大化
問題を解くと, 需要関数は以下のように得られる．

dki =
γki (q

k
i )

−σHyk(∑M
i=1 γ

k
i (q

k
i )1−σH

) . (26)

式 (26) を (24)に代入することで, 間接効用関数が以
下のように得られる．

Uk = ψ(qk)yk, (27)

ここで ψ(qk) は所得の限界効用を表し，以下のように
表現できる．

ψ(qk) =

(
M∑
i=1

γki (q
k
i )

1−σH

)1/(1−σH)

. (28)
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地域の家計が地域のすべての資本を所有し,かつ地域
の企業を所有し配当を得るという条件の下で，家計の

所得は労働所得，資本レント，配当所得，地域外からの

所得移転からなる．

yk =
M∑
i=1

(wkLki + rKk
i + πki ) +NXk, (29)

ここで NXk は地域外からの所得移転を表し，本モデ

ルでは定数とされる.

(5) 地域間交易

地域間の交易をモデルで表現するために，本研究で

はArmington仮定を置くこととする．Armington仮定
は生産地の異なる財を違う財を見なす仮定である．輸

送費については輸送される財の一部が輸送中に失われ

ると仮定したいわゆる氷塊型の費用を採用する．

輸送行動は，各地域の交易エージェントを仮定するこ

とによってモデル化される17)．各エージェントは，複

数の地域から財を調達し，その合成財を作って地域の家

計や企業に供給する．ここではそのエージェントの行

動を 2段階の最適化問題として定式化する．第一段階
では，地域の総需要 TRDを所与として，それを輸入財

と国内財によって調達し合成財を作る．　Ar-mington
仮定により，国内財と輸入財は別の財であると仮定さ

れる．その行動は以下のような費用最小化問題として

定式化である．

Stage 1

qkiD
k
i = min

Zk
i ,IM

k
i

qkDMiZ
k
i + qkIMi(1 + τi)IMk

i , (30)

s.t. Dk
i =

{
(λki )

1
η0

i (Zki )
η0

i −1

η0
i + (λ̄ki )

1
η0

i (IMk
i )

η0
i −1

η0
i

} η0
i

η0
i
−1

(31)

ただし λ̄ki = 1 − λki ここで qkIMi は輸入品の消費者価

格であり，小国モデルの仮定から定数となる．qkDMi は

国内財の合成財価格であり，Zki はその消費量である．

IMk
i は地域 kにおける財 iの輸入量を表す. τi は関税

率である． η0
i は輸入品と国内財の間の代替の弾力性を

表すパラメータである. λki はシェアパラメータである．

この最小化問題を解くことで輸入品と国内品に対す

る需要関数は以下のように導出される．

Zki = λki (q
k
DMi)

−η0
i (Ω1k

i )η
0
iDk

i , (32)

IMk
i = λ̄ki (q

k
IMi(1 + τi))−η

0
i (Ω1k

i )η
0
iDk

i , (33)

ここで Ω1k
i は以下のように定式化される．

Ω1k
i =

{
λki (q

k
DMi)

1−η0
i + λ̄ki (q

k
IMi(1 + τi))1−η

0
i

} 1
1−η0

i .

(34)

式 (32)と (33) を式 (30)に代入することで, 国内品
と輸入品の合成財の消費者価格 qki は, Ω1k

i と一致する

ことが証明できる.
Stage 2
国内品の購入量 Zki を所与として, 国内の各地域から
の購入量を決定する. この行動は以下のような費用最
小化問題として定式化できる．

qkDMiZ
k
i = min

xlk
i

N∑
l=1

pkDMi(1 + φlki )xlki , (35)

s.t. Zki =

{
N∑
l=1

(µlki )
1

η1
i (xlki )

η1
i −1

η1
i

} η1
i

η1
i
−1

, (36)

ここで φlki は地域間交易の費用を表すマークアップで

ある. pkDMi は財 i の生産者価格である．xlki は地域 l

でつくられた財 i への地域 k における需要を表す. η1
i

地域間の代替弾力性のパラメータであり µlki はシェア

パラメータである.
需要関数 xlki は以下のように表せる．

xlki = µlki (p̃lkDMi)
−η1

i

{
N∑
l=1

µlki (p̃lkDMi)
1−η1

i

} η1
i

1−η1
i

Zki ,

(37)
ここで p̃lkDMi = pkDMi(1 + φlki ) である．
次に輸出量を決定する行動を定式化する．企業が国

内向け製品と輸出向け製品を区別して生産すると仮定

する．この行動は以下のようなCET関数を用いた費用
最小化問題として定式化できる．

pkiQ
k
i = min

DMk
i ,X

k
i

pkDMiDM
k
i + pkEXiX

k
i . (38)

s.t. Qki =

{
(ξki )

1
η2

i (DMk
i )

η2
i −1

η2
i + (ξ̄ki )

1
η2

i (Xk
i )

η2
i −1

η2
i

} η2
i

η2
i
−1

(39)
ただし ξ̄ki = 1− ξki である．この最小化問題を解くと以

下のような供給関数が得られる．

DMk
i = ξki (q

k
IMi)

−η2
i (Ω2k

i )η
2
iQki , (40)

Xk
i = ξ̄ki (q

k
EXi)

−η2
i (Ω2k

i )η
2
iQki , (41)

ここで Ω3k
i は以下のように定式化される．

Ω2k
i =

{
ξki (q

k
IMi)

1−η2
i + ξ̄ki (q

k
EXi)

1−η2
i

} 1
1−η2

i . (42)

(6) 市場均衡条件

a) 労働市場

家計は産業間で移動可能とし，地域間では移動不可

能と仮定する．賃金率は各地域の労働市場の均衡から決

定される．労働市場の均衡条件は以下のように書ける．
M∑
i=1

Lki = Lk. (43)

ここで Lk 地域 kにおける労働供給量の総和である.
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b) 財市場

各地域で生産された国内向け製品の市場における受

給一致条件は以下のように表現される．

DMk
i =

M∑
i=1

xkli (1 + φkli ). (44)

式 (44) の左辺は地域 kにおける財 i の国内向けの供給

量であり，右辺は地域 k で生産された財 iに対する国

内需要の総和と輸送によって失われる量の和である.
一方，小国経済を仮定することで輸出価格 は外生的

に与えられる．これはすなわち，輸出財に対する国外か

らの需要関数が水平であることを意味している．この

とき輸出量は供給関数 (41)によって決まることになる．

c) 空間価格均衡

平常時の均衡では，生産者価格と消費者価格が以下

のような関係式を満たすように均衡する．これは企業

の利潤がゼロとなる条件に他ならず，i=1,...,M -3に対
しては以下のように定式化できる．

pki =
M−3∑
j=1

qkj a
k
ji + CkV ia

k
V i + qkua

k
V i (45)

同様に i=M -2,...,M に対しては以下のように定式化で
きる．

pki =
M−3∑
j=1

qkj a
k
ji + CkV ia

k
V i +

∑
h∈H

qkhia
k
hi (46)

d) 国際収支均衡条件

均衡では以下のような国際収支均衡条件が成り立つ

と仮定する. 式 (47) の左辺は貿易収支黒字を表す. 右
辺は海外への貯蓄を表す．

N∑
k=1

M∑
i=1

pkEXiX
k
i −

N∑
k=1

M∑
i=1

pkIMiIM
k
i = S. (47)

ただし為替レートの変動は考慮しないものとする．

4. 災害による経済被害の整合的評価手法

(1) 災害時のモデル

本研究ではライフラインサービスの投入制約と産業

部門の資本の損傷という形で災害の影響を表現する．本

研究では計算の複雑化を避けるため，災害が予期され

ないショックであると仮定し，復旧の費用などは保険に

よってカバーされることがないものとする．

冒頭に述べたようにCGEモデルは長期的な経済の均
衡状態を想定しているモデルである．そのため先行研

究では，短期均衡の仮定を置くなどして災害の影響評

価に適用されてきた14)6). 本研究では以下のような３つ
の仮定を置くことで災害時の均衡を表現する．（１）生

産要素は産業間・地域間で移動不可能である．（２）災

害後の短期間では資本契約は容易に破棄されず，企業

が支払う家計への資本レントには変更がない（３）災

害時においては一時的に企業の利潤が負になる可能性

がある．それを原因とした企業の市場退出はないもの

とする．（４）ライフラインサービスの価格は被災後に

変化しないと仮定する．

a) 災害時の一般産業の企業の行動

上付の添え字 (0), (1)をそれぞれ平常時と災害後の変

数であることを示すために用いる．すると地域 k, 産業
i ∈ (1, … ,M − 3)の企業の利潤最大化行動は以下のよ
うに表せる．

Stage 1

π
k(1)
i = max

x
k(1)
ji ,u

k(1)
i

p
k(1)
i Q

k(1)
i −

M−3∑
j=1

q
k(1)
j x

k(1)
ji

−Ck(0)V i V
k(0)
i − q

k(0)
ui u

k(1)
i − Iki ,

(48)

s.t. Q
k(1)
i = min

{
x
k(1)
ji

akji
, ...,

x
k(1)
M−3,i

akM−3,i

,
V
k(1)
i

akV i
,
u
k(1)
i

akui

}
,

(49)

V
k(1)
i = (Lk(0)i )δ

k
Li(Kk(0)

i ωki )
δk

Ki , (50)

ここで ωki は地域 k，産業 iにおける資本の稼働率を表

す. ただし Iki は復旧費用であり，本モデルでは外生的

に与えられる.

Stage 2

q
k(0)
ui u

k(1)
i = min

u
k(1)
Gi ,u

k(1)
W Ei

q
k(0)
G u

k(1)
Gi + q

k(0)
WEiu

k(1)
WEi, (51)

u
k(1)
i =

{
αkGi(u

k(1)
Gi )

σ1i−1
σ1i + αkWEi(u

k(1)
WEi)

σ1i−1
σ1i

} σ1i
σ1i−1

,

(52)

u
k(1)
Gi ≤ u

k(0)
Gi (1 − εkGi). (53)

式 (53) はガスサービス投入の制約を表す. εkGi はそ
の制約率を表す.

Stage 3

q
k(0)
WEiu

k(1)
WEi = min

u
k(1)
W i ,u

k(1)
Ei

q
k(0)
W u

k(1)
Wi + q

k(0)
E u

k(1)
Ei , (54)

u
k(1)
WEi =

{
αkWi(u

k(1)
Wi )

σ2i−1
σ2i + αkEi(u

k(1)
Ei )

σ2i−1
σ2i

} σ2i
σ2i−1

,

(55)

u
k(1)
Ei ≤ u

k(0)
Ei (1 − εkEi), (56)

u
k(1)
Wi ≤ u

k(0)
Wi (1 − εkWi). (57)

εkEi と εkWi はそれぞれ電力と水道サービスの投入の制

約率を表す.

(2) 経済被害の整合的評価方法

a) 家計の被害

家計に帰着する被害は補償変分18)(EV)で評価するこ
とができる．

Uk(qk(1), yk(1)) = Uk(qk(0), yk(0) + EV k), (58)
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ここで qk(0) と qk(1) はそれぞれ事前, 事後の価格ベク
トルである. 式 (27)から, EV k は以下のように求めら
れる．

EV k =
ψ(qk(1))yk(1) − ψ(qk(0))yk(0)

ψ(qk(0))
. (59)

式 (59) は価格と所得の変化による実質所得の変化と見
なすことができる.

b) 経済被害総額の評価

経済被害総額を被害の帰着側である家計側で評価す

るには，各地域の家計に帰着した EVを足し合わせれ
ばよいことになる．これを以下のように OLとおくこ

とにする。

OL =
N∑
k=1

EV k. (60)

一般均衡アプローチを用いた通常の被害評価の枠組み

では帰着側である家計側で被害額が評価されることが

多い．本研究では，産業部門での被害の様相と被害総額

との関係を明らかにするために，発生側である企業側

で被害総額を整合的に評価する手法について検討する．

式 (29)を式 (59)に代入することで, 式 (60) は以下
のように変形できる．

OL =
N∑
k=1

M∑
i=1

(
ψ(qk(1))
ψ(qk(0))

π
k(1)
i − π

k(0)
i

)
< 1 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
ψ(qk(1))
ψ(qk(0))

− 1
)
wk(0)L

k(0)
i < 2 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
ψ(qk(1))
ψ(qk(0))

− 1
)
r(0)K

k(0)
i < 3 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
ψ(qk(1))
ψ(qk(0))

− 1
)
NXk(0) < 4 > .

(61)

式 (61) の第一項は配当所得の変化を表し，第二項，
第三項は価格変化による労働所得，資本所得の価値の

変化を表す．第四項は地域外からの所得移転の価値が

価格変化によって変化する効果を表す．

式 (61)はさらに以下のように整理できる．

OL =
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψkp

k(1)
i Q

k(1)
i − p

k(0)
i Q

k(0)
i

)
< 5 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

M−3∑
j=1

(
Ψkq

k(1)
i x

k(1)
ij − q

k(0)
i x

k(0)
ij

)
< 6 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψkq

k(0)
E u

k(1)
Ei − q

k(0)
E u

k(0)
Ei

)
< 7 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψkq

k(0)
G u

k(1)
Gi − q

k(0)
G u

k(0)
Ei

)
< 8 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψkq

k(0)
W u

k(1)
Wi − q

k(0)
W u

k(0)
Wi

)
< 9 >

−
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψk − 1

)
wk(0)L

k(0)
i < 10 >

−
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψk − 1

)
r(0)K

k(0)
i < 11 >

−
N∑
k=1

M∑
i=1

ΨkIki < 12 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψk − 1

)
wk(0)L

k(0)
i < 2 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψk − 1

)
r(0)K

k(0)
i < 3 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψk − 1

)
NXk(0). < 4 >

(62)

ただし Ψk = ψ(qk(1))
ψ(qk(0))

とおいた．ここで < 5 >:産出額
の変化，< 6 >:中間投入額の変化，< 7 >:電力投入額
の変化，< 8 >:ガス投入額の変化，< 9 >:水道サービ
ス投入額の変化．< 10 >:価格変化による労働賃金支払
いの価値の変化，< 11 >:価格変化による資本レント支
払いの価値の変化，< 12 >:復旧費用，である．
資本と労働所得が家計と企業の間で相殺することに着

目して，式 (61)は以下のように整理することができる．

OL =
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψkπ̄

k(1)
i − π̄

k(0)
i

)
< 13 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

ΨkIki < 12 >

+
N∑
k=1

M∑
i=1

(
Ψk − 1

)
NXk(0). < 4 >

(63)

ここで π̄ki は産出額から中間投入額を差し引いた利

益を表す. 式 (63) の第 1項はこの利益の減少額を表す.
ここでは事後の利益が所得の限界効用によって基準化

されていることに注意する必要がある．災害後の価格

変化は 所得の限界効用を変化させる．それゆえ, 同じ
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だけの所得でも，効用タームで評価された価値は変化

することとなる．整合的評価のためには，この効果が

経済被害にカウントされる必要がある. 式 (63) は，災
害後の利益が 所得の限界効用によって基準化される必

要があることを示している.

式 (63) の第 2項は復旧費用の項を示している.同様
の理由からこれも所得の限界効用によって基準化され

る必要がある．第 3項は価格の変化によって生じる地
域外からの所得移転の価値の変化を表している.

式 (63) から，経済被害の総額は利益減少額と復旧費
用，地域外からの所得移転の価値の変化の和によって

整合的に評価できることが示された．ただし所得の限

界効用によって事後の値を基準化することに留意する

必要がある．また価格の変化がない場合には，経済被

害総額は利益減少額と復旧費用の和で整合的に評価で

きることも容易に示せる．こうして提案される手法は，

先行研究にて示された整合的評価方法11) 13)の自然な拡

張となっている．

c) 経済被害の帰着構成表

式 (61), (62), (63)は経済被害総額が様々な経済主体
間に波及していく様子を示している．これら経済被害

の要素は，その発生と帰着の構造を表すマトリックス

にまとめることができる．本研究ではこれを公共プロ

ジェクトの費用便益分析の分野で発展してきた帰着構

成表19)の概念に基づいて構築する．

図-4は作成した経済被害の帰着構成表である．表中
の < 1 >～< 13 >は式 (61), (62), (63) における各被
害項目と対応している．各列は被害を受ける経済主体

を表しており，各行は経済主体が受ける被害の内訳を

表している．

産業部門の列には企業の利益に関する被害項目が記

載されている．企業の利潤変化の総額は項目 < 1 >で
表される．家計部門の列には，家計部門の被害が労働

所得の変化，資本レント，配当所得，地域外からの所

得移転の変化の効果から成ることが示されている．各

地域の合計の列には，労働所得と資本レントが企業と

家計の間で相殺されゼロとなっていることが示されて

いる．

各地域の合計の列の最下行には各地域の経済被害総

額が式 (63)の 3つの項で構成されることが示されてい
る．国全体の経済被害総額は最右列の最下行に記載さ

れている．

5. 2004年新潟県中越地震の経済被害推計

以上で構築した手法を 2004年に発生した新潟県中越
地震に適用し，経済被害を試算する．

(1) パラメータの設定

新潟県中越地震の経済被害評価のために，日本を新

潟県とそれ以外の地域の２つに分けた二地域のCGEモ
デルを設定する．産業部門は 32部門として設定する．

CGEモデルにおけるいくつかのパラメータは地域経
済のベンチマークデータから推計する．経済がベンチ

マークの年に均衡状態にあると仮定し，その状態での

経済取引を産業連関表などの経済データが示している

と考える．この経済データを CGE モデルが表現する
ようにパラメータの値を設定する．本研究ではベンチ

マークの年を 2000年と設定し，電力中央研究所によっ
て推計された 47都道府県間産業連関表20)を基準データ

として用いる．

また輸送費用を表すマークアップ φkli は地域間距離

T klの関数として以下のように設定する．その上で，地

域間の代替弾力性のパラメータ η1
i とともに，現実の地

域間交易を最もよく再現するように βi と η1
i を設定す

る．T kl については，Google Earth 上で 47都道府県
の代表点間の平均所要時間を計算し，それを交易量に

よって重み付け平均することで二地域間の平均所要時

間を求めた．

φkli = βiT
kl. (64)

その他パラメータの出典の一覧を表-1に示す．

表–1 パラメータの出典

パラメータ 出典

akji, a
k
V i 産業連関表

δkKi,δ
k
Li 産業連関表

αkEi,α
k
Gi,α

k
Wi, λ

k
i ,µ

k
i ,γ

k
i ,ξ

k
i 産業連関表

σH 市岡21)

η0
i GTAP

σ1i,σ2i 土屋ら15)

(2) 復旧シナリオの設定

a) ライフラインの復旧シナリオ

ライフラインの復旧シナリオは中越地震の実態を勘

案し22)，表-2のように設定した．電力，水道，ガスは
それぞれピーク時には，300,000 世帯，129,750 世帯，
56,000世帯が途絶していると報告されている．なお復
旧費用については各電力会社，ガス会社のウェブサイ

トや有価証券報告書など23)24)から得た．水道について

は阪神・淡路大震災の復旧費用実績から，途絶戸数に

よって推計をした．

b) 資本の復旧シナリオ

被災による資本の稼働率の低下については，地震動

と操業低下率の相関を統計的に求め，地震動の空間分
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図–4 自然災害による経済被害の帰着構成表

布データ25)から，各メッシュごとの操業低下率を産業

別に推計する．工業統計から各メッシュの従業員数を

産業別に求め，一人当たり生産額が同一産業内で一定

と仮定することで，従業員数の比によって県レベルの

生産低下率を推計する．

資本稼働率と生産低下率ついての以下の関係式を用

いて，資本稼働率の低下率を求める．

ωki = (Qk(1)i /Q
k(0)
i )

1
δk
Ki (65)
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表–2 ライフラインの復旧シナリオ

ピーク時 復旧日数 復旧費用

途絶戸数（千戸）

電力 300 3日 40億円

水道 129 12日 55億円

ガス 56 30日 5.9億円

資本の復旧シナリオについては，中越地震の実態調

査12)をもとに，生産設備の平均的な復旧実績を用いる

こととした．図-5はその集計結果を表しており，横軸
に被災直後からの経過時間，縦軸に失われた稼働率に

対する復旧した割合を示している．

0
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0.3
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0.5
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0.9

1

図–5 中越地震の実態調査をもとに設定した資本の復旧シナ
リオ

以上で設定した復旧シナリオに基づいて，新潟県中

越地震で生じた経済被害を推計する．推計結果につい

ては講演時に譲る．
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